
令和５年度11月補正予算案（追加提案）について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に係る国の令和５年度補正予算が編成され

たことに伴い、国からの追加割当てが見込まれる公共事業関係費、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金を活用したＬＰガス及び特別高圧電気に係る料金負担の軽減に要する経費について、それぞれ所要の予算

措置を講ずることとした。

また、本年の高水温の影響により被害を受けた陸奥湾ホタテガイ養殖の緊急支援に要する経費について、

所要の予算措置を講ずることとした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和５年度現計予算額 770,258,270 千円

⑵ 補正第３号（当初提案分）予算額 461,947 千円

⑶ 今回の補正予算額（補正第４号） 25,893,109 千円

⑷ 令和５年度予算累計額 796,613,326 千円

⑸ 令和４年度同期予算額 812,464,433 千円

⑹ 対前年度同期比 ⑷
⑸ ×100 98.0 ％

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連において、国庫支出金140億4,819万円及び県債91億

9,600万円を計上したほか、普通交付税18億2,081万９千円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の内容は、次のとおりである。
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デフレ完全脱却のための総合経済対策

関連経費

27,817,246 総 額 27,817,246

◦歳出計上分 25,662,484

◦債務負担行為分 2,154,762

（歳出計上分） 25,662,484

⑴ 一般公共事業費 23,796,808

農林水産部 7,318,945 治山事業費 579,079

林道事業費 127,891

基幹水利施設ストックマネジメント事業費 147,000

農業水利施設保全合理化事業費 297,269

経営体育成基盤整備事業費 2,192,611

農地中間管理機構関連農地整備事業費 1,301,915

防災ダム事業費 251,160

ため池等整備事業費 1,011,955

農業用河川工作物応急対策事業費 59,220

通作条件整備事業費 15,750

中山間地域総合整備事業費 224,795

水産流通基盤整備費 481,300

水産生産基盤整備費 408,900

水産物供給基盤機能保全費 125,800

漁港施設機能強化費 52,400

漁港海岸保全整備費 41,900

県土整備部 16,477,863 国県道道路補修事業費 1,411,976

国県道災害防除事業費 697,628

道路交通安全施設整備費 527,792

国道改築事業費 3,202,291

県道改築事業費 585,275

積寒地域道路整備事業費 156,770

広域河川改修費 553,921

特定洪水対策等推進事業費 470,310

河川総合開発事業費 1,607,695

ダム修繕費 414,918

総合流域防災事業費 3,554,501

河川激甚災害対策特別緊急事業費 480,762

区 分 事 業 費 説 明
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（単位 千円）



砂防事業費 378,339

地すべり防止事業費 144,229

急傾斜地崩壊対策事業費 139,003

急傾斜地崩壊対策総合流域防災事業費 218,433

火山噴火警戒避難対策事業費 10,451

特定土砂災害対策推進事業費 628,648

海岸侵食対策事業費 96,152

海岸堤防等老朽化対策緊急事業費 192,305

港湾既存施設有効活用促進事業費 907,176

港湾高潮対策事業費 99,288

⑵ 物価高騰対策関連経費 1,865,676 ９月補正予算額 11,875,688

今回補正予算額 1,865,676

累 計 額 13,741,364

商工労働部 1,005,523 中小企業者等ＬＰガス・特別高圧電気価格高騰対策支

援事業費 1,005,523

ＬＰガスや特別高圧電気を使用する中小企業者等の

負担軽減を図るため、支援金を給付するのに要する経

費

支援対象期間 令和５年10月～令和６年４月

支援金給付単価

Ｌ Ｐ ガ ス 31円／㎥

特別高圧電気 1.25円／kWh、上限25万円（月

額）

危機管理局 860,153 ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業費 860,153

ＬＰガスの価格高騰の影響を受けている生活者の負

担軽減を図るため、ＬＰガス販売事業者が料金減額を

行うのに要する経費

◦ＬＰガス料金負担軽減生活者緊急支援事業費補助

860,000

補助金交付先 （一社）県エルピーガス協会

事業実施主体 ＬＰガス販売事業者

補 助 率 10
10

支 援 額 １世帯当たり2,000円

◦県事務費 153

区 分 事 業 費 説 明

― 3―



（債務負担行為分） 2,154,762

一般公共事業費 2,154,762

農林水産部 326,762 治山事業費 290,850

林道事業費 35,912

県土整備部 1,828,000 国県道道路補修事業費 715,000

国道改築事業費 894,000

空港整備事業費 219,000

区 分 事 業 費 説 明
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農林水産部 陸奥湾ホタテガイ高水温

被害対策関連経費（新規）

230,625 緊急対策総事業費 557,038

うち県事業費 318,671

◦今回補正予算額 230,625

◦９月補正予算対応額 50,304

◦令和６年度以降所要額 37,742

⑴ ホタテガイ親貝

確保緊急対策事業

費補助 （新規）

200,000

基金造成

総額（※）

400,000

陸奥湾ホタテガイ養殖の再生産に向けた親貝確保を

図るための基金の造成に要する経費に対する補助

補助金交付先 むつ湾漁業振興会

補 助 率 １
２

⑵ 漁業災害経営資

金利子補給費補助

（新規）

625

６年度以

降所要額

37,742

６年度以

降所要額

を含む合

計額

38,367

利子補給

総額（※）

76,734

本年の高水温の影響により被害を受けた陸奥湾ホタ

テガイ養殖業者の経営の安定を図るため、青森県農林

漁業災害経営資金融通助成条例を発動することに伴う

漁業災害経営資金の貸付けに係る利子補給に要する経

費に対する補助

融 資 枠 10億円

補助金交付先 市町村

利子補給率及び負担区分

基 準

金 利

貸 付

金 利

利 子

補給率

左の負担区分

県（1/2） 市町村（1/2）

％

2.45

％

0.55

％

1.90

％

0.95

％

0.95

（注）金利は今後変動することがあり得る。

⑶ ホタテガイ採苗

緊急支援事業費補

助

― （９月補正予算対応額 49,784）

⑷ ホタテガイ総合

戦略チーム設置事

業費

― （９月補正予算対応額 520）

⑸ 陸奥湾海況自動

観測システム更新

整備事業費補助

（新規）

30,000 陸奥湾内の海洋・漁場環境及び重要水産資源の成育

環境の監視体制を強化するための陸奥湾海況自動観測

システムの更新整備に係る設計に要する経費に対する

補助

補助金交付先 （地独）青森県産業技術センター

補 助 率 定額

（※）県事業費以外を含む総事業費
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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明


